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資料１ 改革計画の目的

●さんま棒受網漁船には、老朽化が進み、作業効率低下や
メンテナンス経費が増大している漁船も多く、漁海況の
変化に伴って漁場が遠隔化するとともに、近年、公海に
おいて最新鋭の大型外国漁船が漁獲を急増させる中、漁
獲が減少し、国民へのサンマの安定供給への支障が懸念

●国際的な資源管理の枠組みの中で、外国漁船との競争に
打ち勝ち、北太平洋におけるサンマの漁獲割当を十分に
確保・維持し、水産基本計画の達成に貢献するため、
漁獲効率が良く、遠隔地漁場でも操業できる国際競争力
を有する漁船を導入し、さんま漁船の勢力の確保が必要

●また、漁業経営の安定や不足する乗組員を確保するため、
省エネ・省コスト、省力化に取組むとともに、居住性、
安全性、作業性等に優れた高性能の漁船の導入が必要

目 的

１

漁船規模別1航海当たり水揚量と水揚回数（累計）
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小型船1回当たり水揚げ量 中型船1回当たり水揚げ量

大型船1回当たり水揚げ量 小型船水揚回数

中型船水揚回数 大型船水揚回数

単位：トン水揚回数

●かかる情勢に対応し、全国さんま棒受網漁業協同組合（以下「全さんま」という）は、「北太平洋さんま
棒受網漁業長期代船建造計画」を策定（平成30年７月に水産庁長官が確認）

●本改革計画は同建造計画に基づく代船建造の第１号。共通仕様（199トン型）に基づき、２隻の改革型漁船
を計画的かつ効率的に導入するための実証事業を行う。



国際的な資源管理の枠組みに対応した資源管理措置と5～7月の公海さんま操業の新たな実施

居住性・安全性・作業性に優れ、インターネット環境を備えた漁船の導入による労働環境の改善

共通船型、共通仕様に基づく建造による建造効率化、建造コストの削減

資料2-1 改革計画のポイント

1. 共通仕様に基づく漁船導入(取組記号A)

2. 資源管理の取組（取組記号B~C）

５. 流通・販売の改善（取組記号N~P)

４. 労働環境の改善（取組記号F~M)

3. 省エネ・省コストの推進（取組記号D~E)

省エネ・省コストに優れ、遠隔地操業に対応した漁船の導入による収益性の向上

生産段階における衛生管理、高付加価値さんまの流通を図り、水揚地域の活性化に資する
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資料3-1（取組記号A）共通仕様の改革型漁船の導入

１ 生産性の高い改革型漁船の導入
公海操業など沖合での操業能力の強化
新たな資源管理措置の順守
更なる省エネ、省コストの推進
更なる労働環境・居住環境の改善

２ 船体、主機関、補機関及び主要設備の共通化
３ 建造コストの削減
４ 建造工期の短縮
５ メンテナンス効率化、緊急トラブル対応の強化

高性能で安全・快適なさんま棒受網漁船を導入
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資料3-2（取組記号A）共通船型、共通仕様による建造（主要目）
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1.船型の共通化 199トン

2.主要目の共通化
① 全長、幅、深さ、喫水
② 主機関
③ 補機関（主発電機・補助発電機・発電機）
④ LED漁灯、LED作業灯
⑤ 船室、定員
⑥ 燃料タンク
⑦ 魚艙容量、魚艙配置、清水タンク
⑧ 機械類
⑨ 漁撈装置
⑩ 航海装置、漁撈計器
⑪ 冷凍装置、冷凍機
⑫ 船内ＬＡＮ、その他

項 目 標 準 仕 様 備 考
総トン数 199 トン
全長（LOA) 46.28 ｍ
登録長(LR) 38.28 ｍ
幅(B) 7.50 ｍ
深さ(D) 3.35 ｍ
計画満載喫水（d） 2.90 ｍ
船体速力(SM＝０） 14.89 kt
定員 20 人 オブザーバー2名含む
燃料油 154.77 ㎥
清水 13.02 ㎥
雑用清水 3.34 ㎥
潤滑油 6.46 ㎥
魚倉 196.32 ㎥
冷水倉 26.94 ㎥
さんま積載能力 120ﾄﾝ

主機関(出力×回転数） 6MG28HX-4N
1471kW/700min-1

減速機 MGN3243AVY
推進装置(ﾌﾟﾛﾍﾟﾗ直径）×形状 3.05ｍ×ＳＧ
発電装置 6NSD-G×2台

原動機(出力×回転数） 441kW/1200min-1

発電機(出力） 500KVA(400kW)
主機前駆動装置 SGC100M

主機前油圧ﾎﾟﾝﾌﾟ 船首尾ｽﾗｽﾀｰ駆動用
ﾊﾞｳｽﾗｽﾀｰ推力 1.4ﾄﾝ
ｽﾀﾝｽﾗｽﾀｰ推力 1.9ﾄﾝ
油圧ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ（容量×台数） 55kW×2台
漁撈機械 さんま棒受網用
冷凍装置 R404A
冷凍機 75kW×2台
凍結方式 アルミ管棚
凍結能力 3.68T/日
海水クーラー容量 40T
空調装置 ダクト式
船内LANの有無 有
燃料使用モニターの有無 有
漁灯 98.4kW
船内照明 1.6kW
船外照明 2.0kW

①最新の省エネ船型・プロペラの導入
②冷凍・冷蔵能力の向上
③最新のLED漁灯の導入
④安全性・居住性・作業性の向上
⑤インターネット環境の整備 等

近年の新造船に比べ以下の機能を強化



１．建造コストの削減

資料3-3（取組記号A）共通船型、共通仕様による効果（１）

2．建造工期の短縮
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建造コスト約１０％の削減を目指す

①～③の削減検討

①～③の削減検討

①購入価格の削減
②設計・現図費用の削減
③建造工費の削減

結果
①装備品購入に関し、同一仕様・複数購入の効果
②共通仕様化により、設計・現図費用の削減に効果
③マニュアル化並びに工事習熟度により効果

①設計・現図期間の短縮
②建造工期の短縮
③購入品・素材調達期間の短縮

結果
①約330日短縮
②約10日短縮
③約3日短縮

設計・現図作業期間について
設計・現図作業期間は約330日間、作業は非連続
同型・同仕様効果により、第2番船では、第１番船に比べ、約55％の工期削減が見込まれる



●設計・現図作業 （設計・現図作業なし）

① 造船所における仕事量の平準化等
従来は契約から引き渡しまでの期間が1年程度の船が大半であり、建造の遅れから納期に間に合わせるための

外部発注によるコスト増もあったが、長期代船建造計画に沿った計画的な建造により、２~３年後を見据えた
建造計画が立案可能となり、作業量の平準化や工員の確保が容易となる。

② ドック・メンテナンス費用の削減
不具合箇所情報の共有等により、是正対策を引渡し前に講じることが可能となり、ドック費用、メンテナンス

費用の削減に資する。
③ 洋上での緊急トラブルへの対応

洋上で故障等が発生して部品交換が必要になった場合、装備品が共通化されていると、沖での融通が可能とな
り、帰港時間や部品調達期間の短縮が可能となる。

共通船型、共通仕様のその他の効果

資料3-4（取組記号A）共通船型、共通仕様による効果（２）
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2隻の建造行程（イメージ）

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

● ● ● ● ２隻目 ● ● ● ●

起工 進水 公試 竣工 起工 進水 公試 竣工

1年目 ２年目 ３年目

１隻目

４年目



●TAC制度に基づく資源管理を徹底するとともに、公海で操業するときはVMSを常時稼働させ、
日本政府に情報提供、NPFCの新たな規制措置
が公的規制に導入されればこれを順守

●さらに、公海さんま操業を契機に新たな資源
管理措置（例えば、公海さんま操業期間のIQ
制度の試験実施）にも取組んでいく

★生産性の高い漁船を導入し、我が国の
漁船勢力を確保

1.漁業許可上の操業期間は８月１日から１２月３１日であるが、自主的に操業期間を短縮する
[（平成２９年漁期は、）操業期間当初と操業期間終期に操業を自粛]

2.来遊状況等を鑑みながら、期間別操業回数の制限を実施
[（平成２９年漁期は、）ロシア水域操業中は大型船２週４回・小型船２週６回、それ以降は制限なし]

●必要に応じて新たな自主規制措置を講じ、これを順守

資料4-1（取組記号B） 国際的な資源管理への対応

大

臣

ＴＡＣの決定

基 本 計 画 策 定

大臣管理分

配分

資源調査
および

資源評価

漁業の経営
その他の社会的
経済的要因

漁業者

（協定に基づき

計画的に操業）

採捕数量の報告

助言・指導等

パブリック
コメント

農林水産
大臣

水産政策
審議会

諮
問

ＴＡＣ制度に基づく公的な資源管理措置

資源管理計画に基づく自主的な資源管理措置
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答
申



● ５~７月の公海さんま操業については、洋上売魚事業を含めて今後希望者を募り、事業の詳細な実施方法等を
を協議していくが、平成２８年~平成３０年度にもうかる漁業創設支援事業を活用して行った公海さんま操業の
実証事業では、ロシアの加工母船１隻＋運搬用ボート２隻に対して１０隻程度の操業船が参加することで採算性
の良い事業が実施できたことから、参加希望者が多い場合には、参加者をグループ分けするなどの対応が必要と
なると考えている。

● 本改革計画では、洋上売魚事業と単独操業を組合わせて事業を実施する。
● なお、公海さんま操業で得られた漁獲情報（漁獲成績報告書）や魚体サンプル（冷凍品）については、

国立研究開発法人 水産研究・教育機構や一般社団法人 漁業情報サービスセンターに提供し、資源評価等
調査研究に協力する。さらに、外国船情報を水産庁等に情報提供し、外国漁船操業の実態把握に協力する。

資料4-2（取組記号Ｃ） 公海さんま操業の実施

公海さんま操業の操業パターン例（２グループで洋上売魚１６日交代）
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入…入港 出…出港 探索・操業 往復航 休養 水揚

5月
5/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

Aグループ 洋上売魚事業
Bグループ 単独操業

6月
6/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

Aグループ 単独操業 洋上売魚事業
Bグループ 洋上売魚事業 単独操業

7月
7/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

Aグループ 単独操業
Bグループ 洋上売魚事業

公海さんま操業の実施



資料5-1（取組記号Ｄ） 改革型漁船による燃油使用量削減の取組（１）

改革型漁船の燃油使用量削減の取組内容
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４．燃料モニタリング装置の採用

１．ナックルバルブ付バトックフロー船型の採用

２．高効率減速大口径SGプロペラの装備

３．LED照明の採用



● 省エネ船型（ナックルバルブ付バトックフロー船型）の採用により船体の全抵抗を軽減して
省エネルギーを実現し、燃料使用量を削減

１．ナックルバルブ・バドックフロー船型の採用

資料5-２（取組記号Ｄ） 改革型漁船の燃油使用量削減の取組（２）
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従来型船首バルブ従来型船型

従来船

ナックルバルブバトックフロー船型

改革型漁船

バトックフロー船型 ナックルバルブ

従来型船型 従来型船首バルブ



資料5-3（取組記号Ｄ） 改革型漁船の燃油使用量削減の取組（３）

資料9-２（取組記号C） 改善型漁船の省エネルギーへの取組（３）
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● 高効率減速大口径SGプロペラの採用により、省エネルギーを実現し、燃料使用量を削減

２．高効率減速大口径ＳＧプロペラの装備

従来船A丸 2,650mm 199 min
従来船B丸 2,600mm 227 min

改革型漁船 3,050mm 188 min
近年の新造船 2,950mm 197 min

プロペラ直径 プロペラ回転数
-1

-1

-1

-1

従来船



資料5-4（取組記号Ｄ） 改革型漁船の燃油使用量削減の取組（４）

船体要目比較表

省エネ船型及び高効率減速大口径SGプロペラ導入による省エネ量は、従来船の満載状態での主機関100%負荷
時の船体速力における出力と省エネ船型の同一速力における出力の差によって算定。

「速力－出力曲線」（P18）の示す通り、従来船（A丸）では満載、船体速力12.15kt時の出力は769 kWである。
これに対し本計画の改革型漁船では13.15ktの船体速力を得るための出力は663kWで、その差が省エネ船型と大口
径低回転プロペラによる省エネ量と算定される。

出力の推定要因として、船体要目が大きく影響するため、従来船と改革型漁船の船体要目を下表に示す。

省エネ船型及大口径SGプロペラ導入による効果算定
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項目 Ａ丸 Ｂ丸 改革型漁船
船型 従来型 従来型 省エネ型船型

総トン数 GT 173トン 196トン 199トン
全長 LOA 39.82m 42.41m 46.28m

垂線間長さ LPP 31.90m 36.00m 38.28m
幅 B 6.80m 7.80m 7.50m
深さ D 2.85m 3.40m 3.35m

満載排水量 W 505t 557.27t 572.59t
方形係数 Cb 0.712 0.680 0.671

プロペラ方式 FPP/CPP CPP FPP FPP
プロペラ直径 mm 2650 2600 3050
プロペラ回転数 min 199 227 188



改革船の船内照明及び甲板照明をLED化し、ランニングコストを削減

改革船は船体速力に余裕が有り、さらに高速力で走行した場合、燃料使用量が増大してしまう。
それを防止するため、操舵室にて常にモニタリングし、計画的な燃料使用の達成に資する

４．燃料モニタリング装置の採用

資料5-5（取組記号Ｄ） 改革型漁船の燃油使用量削減の取組（５）
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場所 船内 甲板

仕様
従来船 改革船 従来船 改革船

蛍光灯仕様 LED仕様 白熱/水銀/ﾒﾀﾊﾗ LED仕様
使用電力 2,705W 1,585W 13,200W 2,000W

ランプ寿命 10,000時間 40,000時間 6,000時間/12,000時間
/12,000時間 40,000時間

削減率 従来船仕様と比べ消費電力を41%カット 従来船仕様と比べ消費電力を85%カット

３．照明器具のLED化

燃料モニタリング装置
（操舵室配置）

操舵室モニター
①瞬時燃料使用量
表示
②累積燃料使用量
表示

燃料使用の確認
①一航海当たりの燃料使
用量の確認
②一月当たりの燃料使用
量の確認

船速調整により燃料使用
量をチェックする

年間燃料使用量
計画の達成

モニタリングチェック

年間燃料使用計画
作成



資料5-6（取組記号Ｄ） 最新型LED漁灯の採用

共通仕様に
準じたLED
漁灯の採用

新型LED漁灯を装備し、灯体を軽量化
するとともに、従来と同一使用電力で
約1.3倍の明るさを確保
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改革船

合計 98.4kW

従来型ＬＥＤ

定格入力電圧 DC110［V］

使用電流 3.6［A］

使用電力 400［W］

重量 12［㎏］

参考：発光効率 111［㏐/W］

新型ＬＥＤ

定格入力電圧 AC3相220［V］

使用電流 1.4［A］

使用電力 500［W］

重量 9［㎏］

参考：発光効率 140［㏐/W］

新型LEDの事例

LED漁灯の消費電力

大臣許可漁業
制限条件 200kW以下

共通仕様 100kW以下



資料5-7（取組記号Ｄ） 燃油使用量の算出（A丸）

近年の漁場形成を考慮し、従来船173トンを対象に改革型漁
船199トンとの計算値で比較し、試算上花咲港・大船渡港を
想定し、それぞれ時期毎の航海時間を想定し算出した。
（実態は、操業位置・価格動向等によって様々な入港地を選択）

①公海（花咲港へ4回の水揚を想定）
・漁場：公海水域4回
・想定航海時間：洋上売魚事業（2回）：往航58時間、探索・操業384時間、復航58時間

単独操業（2回） ：往航58時間、探索・操業48時間、復航58時間
・燃油使用量：従来船339.14KL⇒改革船313.78KL

③9月（花咲港へ7回の水揚を想定）
・漁場：ロシア水域7回
・想定航海時間：ロシア水域(7回)：往航36時間、探索・操業18時間、復航36時間
・燃油使用量：従来船149.81KL⇒改革船136.08KL

従来船の年間使用量： 826.59KL ⇒ 改革船の年間使用量：757.12ｋL

全体で8.40％削減

出　力 燃油消費率 燃油消費量 出　力 燃油消費率 燃油消費量

kW ｇ/kW・ｈ KL kw ｇ/kw・ｈ KL

　主　　機　　関 769 208 0.186 663 217 0.167

　発電機関　1 163 232 0.044

　発電機関　2 196 213 0.049

小　　計

出　力 燃油消費率 燃油消費量 出　力 燃油消費率 燃油消費量

kw ｇ/kw・ｈ KL kw ｇ/kw・ｈ KL

　主　　機　　関 769 208 0.186 663 217 0.167

　発電機関　1 208 222 0.054 370 198 0.085

　発電機関　2 108 230 0.029

小　　計

出　力 燃油消費率 燃油消費量 出　力 燃油消費率 燃油消費量

kw ｇ/kw・ｈ KL kw ｇ/kw・ｈ KL

　主　　機　　関 769 208 0.186 663 217 0.167

　発電機関　1 163 232 0.044

　発電機関　2 123 219 0.031

小　　計

区　分

往

　
　

航

項　　目

0.230

モデル船（173ﾄﾝ）

航海速力12.15kt　出力769kw 航海速力13.15kt　出力663kw

航海速力12.15kt　出力769kw

補機航海時負荷率53%

補機航海時負荷率53% 補機航海時負荷率38%

補機航海時負荷率67% 補機航海時負荷率84%

航海速力12.15kt　出力769kw 航海速力13.15kt　出力663kw

航海速力13.15kt　出力663kw

補機航海時負荷率44%

改革船（199ﾄﾝ）

0.216

区　分 項　　目

モデル船（173ﾄﾝ） 改革船（199ﾄﾝ）

探

索

・

操

業 0.269 0.252

区　分 項　　目

モデル船（173ﾄﾝ） 改革船（199ﾄﾝ）

復
　

　
航 0.230 0.198

燃油使用量算出根拠

⑥12月（大船渡港へ2回の水揚を想定）
・漁場：三陸沖2回
・想定航海時間：三陸沖(2回)：往航20時間、探索・操業18時間、復航20時間
・燃油使用量：従来船28.08KL⇒改革船25.63KL

④10月（大船渡港へ8回の水揚を想定）
・漁場：北海道沖5回、三陸沖3回
・想定航海時間：北海道沖（5回）：往航32時間、探索・操業18時間、復航32時間

三陸沖（3回） ：往航26時間、探索・操業18時間、復航26時間
・燃油使用量：従来船148.22KL⇒改革船134.82KL

⑤11月（大船渡港へ7回の水揚を想定）
・漁場：三陸沖7回
・想定航海時間：三陸沖(7回)：往航24時間、探索・操業18時間、復航24時間
・燃油使用量：従来船111.17KL⇒改革船101.30KL

時間当たりの燃油使用量
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②8月（花咲港へ２回の水揚を想定）
・漁場：ロシア水域2回
・想定航海時間：ロシア水域(2回)：往航44時間、探索・操業18時間、復航44時間
・燃油使用量：従来船50.16KL⇒改革船45.50KL



資料5-8（取組記号Ｄ） 燃料使用量の算出（B丸）

近年の漁場形成を考慮し、従来船196トンを対象に改革型漁
船199トンとの計算値で比較し、試算上花咲港・大船渡港を
想定し、それぞれ時期毎の航海時間を想定し算出した。
（実態は、操業位置・価格動向等によって様々な入港地を選択）

①公海（花咲港へ4回の水揚を想定）
・漁場：公海水域4回
・想定航海時間：洋上売魚事業（2回）：往航58時間、探索・操業384時間、復航58時間

単独操業（2回） ：往航58時間、探索・操業48時間、復航58時間
・燃油使用量：従来船376.85KL⇒改革船313.78KL

③9月（花咲港へ7回の水揚を想定）
・漁場：ロシア水域7回
・想定航海時間：ロシア水域(7回)：往航36時間、探索・操業18時間、復航36時間
・燃油使用量：従来船168.84KL⇒改革船136.08KL

従来船の年間使用量：925.67KL ⇒ 改革船の年間使用量： 757.12ｋL

全体で18.21％削減

燃油使用量算出根拠

⑥12月（大船渡港へ2回の水揚を想定）
・漁場：三陸沖2回
・想定航海時間：三陸沖(2回)：往航20時間、探索・操業18時間、復航20時間
・燃油使用量：従来船31.54KL⇒改革船25.63KL

④10月（大船渡港へ8回の水揚を想定）
・漁場：北海道沖5回、三陸沖3回
・想定航海時間：北海道沖（5回）：往航32時間、探索・操業18時間、復航32時間

三陸沖（3回） ：往航26時間、探索・操業18時間、復航26時間
・燃油使用量：従来船166.86KL⇒改革船134.82KL

⑤11月（大船渡港へ7回の水揚を想定）
・漁場：三陸沖7回
・想定航海時間：三陸沖(7回)：往航24時間、探索・操業18時間、復航24時間
・燃油使用量：従来船124.99KL⇒改革船101.30KL

時間当たりの燃油使用量
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②8月（花咲港へ２回の水揚を想定）
・漁場：ロシア水域2回
・想定航海時間：ロシア水域(2回)：往航44時間、探索・操業18時間、復航44時間
・燃油使用量：従来船56.59KL⇒改革船45.50KL

出　力 燃油消費率 燃油消費量 出　力 燃油消費率 燃油消費量
kw ｇ/kw・ｈ KL kw ｇ/kw・ｈ KL

　主　　機　　関 860 206 0.206 663 217 0.167
　発電機関　1 208 228 0.055

　発電機関　2 196 213 0.049
　発電機関　3

小　　計

出　力 燃油消費率 燃油消費量 出　力 燃油消費率 燃油消費量
kw ｇ/kw・ｈ KL kw ｇ/kw・ｈ KL

　主　　機　　関 860 206 0.206 663 217 0.167
　発電機関　1 227 228 0.055 370 198 0.085

　発電機関　2 124 242 0.035
　発電機関　3

小　　計

出　力 燃油消費率 燃油消費量 出　力 燃油消費率 燃油消費量

kw ｇ/kw・ｈ KL kw ｇ/kw・ｈ KL
　主　　機　　関 860 206 0.206 663 217 0.167

　発電機関　1 208 228 0.055
　発電機関　2 123 219 0.031

　発電機関　3
小　　計

区　分

往

　
　

航

項　　目

0.261

モデル船（196ﾄﾝ）

航海速力11.6kt　出力860kw 航海速力13.15kt　出力663kw

航海速力11.6kt　出力860kw
補機航海時負荷率59%

補機航海時負荷率59% 補機航海時負荷率38%

補機航海時負荷率59%、40% 補機航海時負荷率84%

航海速力11.6kt　出力860kw 航海速力13.15kt　出力663kw

航海速力13.15kt　出力663kw
補機航海時負荷率44%

改革船（199ﾄﾝ）

0.216

区　分 項　　目

モデル船（196ﾄﾝ） 改革船（199ﾄﾝ）

探

索

・

操

業 0.296 0.252

区　分 項　　目
モデル船（196ﾄﾝ） 改革船（199ﾄﾝ）

復
　

　
航

0.261 0.198



資料5-9（取組記号Ｄ） 燃油使用量の比較

従来船→改革型漁船省エネ船型および大口径SGプロペラの採用
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主機関の燃料は、船体抵抗とプロペラ回転と主機前増速機
（油圧ポンプ他駆動用）による負荷によって使用される。
A丸は主機関出力100%時(769kW)で12.15ktとなるが、

改革船では約663kWで13.15ktの船速が得られる。
B丸は主機関出力100%時(860kW)で11.6ktとなるが、

改革船では約663kWで13.15ktの船速が得られる。

※主機関出力カーブによる計算値による

○A丸

○B丸

○改革型漁船

高効率固定ピッチプロペラ

固定ピッチプロペラ

固定ピッチプロペラ

26
00

m
m

30
50

m
m

26
50

m
m

NO.2発電機関
350KVA(280kw)

NO.1発電機関
320KVA(256kw)

1170ps (860kW)

NO.2発電機関
350KVA(280kw)

NO.1発電機関
250KVA(200kw)

1046ps (769kW)

NO.2発電機関
500KVA(400kw)

NO.1発電機関
500KVA(400kw)

2000ps (1471kW)



項 目 内 容 効 果 省エネ量

省エネ船型 ナックルバルブ付バドックフロー船型の
採用

船体抵抗の低減
年間削減量：62.07㎘

12.15ktで航行するために必要な出力
従来船 ： 769kw

13.15ktで航行するために必要な出力

↓

改革型漁船 ： 663kW

高効率固定
ピッチ

プロペラ
高効率減速大口径ＳＧプロペラの採用

プロペラ効率アップ
年間削減量：1.92㎘

LED照明
省エネ発電
装置の採用

船内照明及び甲板照明をLED化

省エネ発電装置

使用電力の削減 ＬＥＤ：1.13㎘
省エネ発電装置：4.35㎘

年間削減量：5.48㎘

発電機総容量

従来船 ： 250kVA×1台
350kVA×1台
（並列運転）

改革型漁船 ： 500kVA×2台
（単独交互運転）

燃料モニタ
リング装置

の採用
操舵室で常に燃料使用をモニタリング 計画的な燃料使用を実現

資料5-10（取組記号Ｄ） 燃油使用量の削減（A丸）
従来船A丸と改革型漁船を比較し、従来通り道東、三陸への水揚を実施した場合の燃油使用量は年間 8.40％
削減できる。

燃料使用量削減項目について
従来船（A丸）173トン → 改革船 199トン

従来船173トンの年間燃油使用量：826.59KL

改革型漁船199トンの年間燃油使用量 ：757.12KL
約8.40%の削減
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項 目 内 容 効 果 省エネ量

省エネ船型 ナックルバルブ付きバドックフロー船型
の採用

船体抵抗の低減

年間削減量：127.41㎘

11.6ktで航行するために必要な出力
従来船 ： 860kW

↓  

13.15ktで航行するために必要な出力
改革型漁船 ： 663kW

高効率固定
ピッチ

プロペラ
高効率減速大口径ＳＧプロペラの採用

プロペラ効率アップ

年間削減量： 3.94㎘

LED照明
省エネ発電
装置の採用

船内照明及び甲板照明をLED化
省エネ発電装置

使用電力の削減 ＬＥＤ： 1.13㎘
省エネ発電装置： 36.07㎘

年間削減量： 37.20㎘

発電機総容量

従来船 ： 320kVA×1台
350kVA×１台
（並列運転）

改革型漁船 ： 500kVA×2台
（単独交互運転）

燃料モニタ
リング装置

の採用
操舵室で常に燃料使用をモニタリング 計画的な燃料使用を実現

資料5-11（取組記号Ｄ） 燃油使用量の削減（B丸）
従来船B丸と改革型漁船を比較し、従来通り道東、三陸への水揚を実施した場合の燃油使用量は年間 18.21％
削減できる。

燃料使用量削減項目について
従来船（B丸）196トン → 改革船 199トン

従来船196トンの年間燃油使用量：925.67KL

改革型漁船199トンの年間燃油使用量 ：757.12KL
約18.21%の削減
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資料5-12（取組記号E） 漁場遠隔化に対応した冷凍・冷蔵能力の向上

21

● もうかる漁業（公海さんま操業）の取組では、冷凍凍結品の生産において、凍結時間を短縮した製品生産
に試験的に取組み、凍結時間の短縮（10時間→８時間）を試みたが、短時間では十分な凍結が得られない
ことを確認した

● 洋上売魚では、引き渡しできなかった生サンマを凍結して魚艙で保存しておくことから冷蔵能力が必要
（通常の操業では魚艙を冷蔵庫に使わない）

●漁場の遠隔化や洋上売魚での冷凍品生産を考慮し、凍結能力や魚艙の冷蔵能力を向上させるため、改革型漁船
では、冷凍機を大型化する

● 冷凍機の大型化により使用電力は増加するが、補機の大型化(近年の新造船400ｋVA→改革型漁船500ｋVA)
により、補機単独運転の中での対応が可能となり、冷凍機使用に係る燃油量を計算に加えても、燃油量は大幅に
削減される

60kW圧縮機×2機 75kW圧縮機×2機

15.31RT
(冷凍能力)

28.81RT
(冷凍能力)

ロシア水域、公海における操業に向け、冷凍・冷蔵能力を向上させる

近年の
新造船

改革型
漁船



①出港時（魚艙に漁獲物なし）

②操業時

③帰港時（魚艙に漁獲物を積載）

従来船 改革型漁船

重心が船尾にある
ため、船尾→船首
方向でのトリム調
整が必要

幅方向および縦方
向の偏心を解消す
るためバラスト調
整が必要

重心が船首にある
ため、船首→船尾
方向でのトリム調
整が必要

船が傾斜している場合、復原力
が小さく危険！
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取組記号Ｄ資料6-1（取組記号F） 漁船の安全性の向上（１）

操舵室にて制御可能な二重バラストタンク及びトリム
調整タンクを設置し、船のヒール及びトリムを調整して
安全な状態を保持する

P P

艉トリム調整タンク 艏トリム調整タンク

P

重量重量

ヒール調節
重量

トリム調節

重量

操舵室より操作

ヒール トリム

二重バラストタンク、トリム調整タンクにより船体の安定化

二重バラストタンク



● 上部構造物（操舵室、第１甲板室、レーダーマスト）の材質をアルミ製として軽量化を図り、
船底外板にバラストキールを設置して船体の重心位置を下げる。

● また、船尾にスタンビルジキールを設置し、ローリングを控える

● 操業時の転落防止対策として、甲板上に十分な作業スペース（約95㎡）を確保する。
● AISの設置、居眠り防止装置・レーダーには衝突予防警報装置を設置し事故防止を図る。

重心を低くし、ローリングを控え安定した船体

資料6-2（取組記号F） 漁船の安全性の向上（２）
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レーダーマスト
操舵室

第１甲板室

上部構造物

改革型漁船

C

スタンビルジキール

船底外板部断面

バラストキール 6.8 t

その他の安全性の向上に向けた措置

サイドスラスター



従来船（A丸及びB丸）では、居室の高さ、寝室の大きさ等多くの項目で漁船の設備基準（ILO準
拠）を満たしていなかった。公海さんま操業など長期化する航海に対応し、改革型漁船では、これら
を満たし、乗組員の居住環境を改善する。

資料6-3（取組記号G） 漁船の居住性の改善（１）
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居室位置 一部喫水線下
居室高さ 1.75m
寝台寸法 1.80m ×0 .60m
船員室 2人部屋×2

8人部屋×2
定員 20名

居室位置 喫水線上
居室高さ 1.90m 
寝台寸法 1.90m × 0.70m
船員室 1人部屋×4 2人部屋×3

4人部屋×1 ６人部屋×1
定員 ２０名

改革型漁船従来船

長期航海にも対応した船内居住環境の改善

〇船内居住環境の比較

改革型漁船の個室

改革型漁船の４人部屋
引戸がついて個人のスペ
ースを確保、個人の空間
も拡大（約1.2倍）

従来船の8人部屋

引戸はなく、カーテンで
個人のスペースを区分け

狭隘で仕切りのない居室
より快適な船内居住環境を整備



● ＩＬＯ基準に準拠した居住環境を整備し、乗組員の健康維持、ストレスの軽減、

コミニケーションの改善等に資する。

資料6-4（取組記号G） 漁船の居住性の改善（２）
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居住性に係る設備基準の適合状況（従来船と改革型漁船の比較）

項　　　目 基　　準 従来船 改革型漁船

1 居室の高さ 1.9m以上 適合 適合

2 寝台の大きさ 長さ1.9m、幅0.70m以上 不適合 適合

床から寝台上面までの高さ：0.3m以上 適合 適合

寝台上面から天井又は、上段寝台の下面までの距離：0.75m以上 適合 適合

4 食堂の設置 寝室とは別に設ける 適合 適合

食卓空間の幅 食卓片側使用0.38m、長さ0.5m以上 不適合 適合

食卓間空間 着席する側に0.70m(2卓間に着席する場合は1.10m以上) 適合 適合

6 操舵室の高さ 1.9m以上 適合 適合

7 操舵室動線上の設備間隔 動線上の設備間隔は0.6m以上 適合 適合

8 浴槽又はシャワーの数 浴室又はシャワーが6人又はその端数ごとに1個以上 不適合 適合

洗面所もしくは浴室の洗面の設備 適合 適合

洗面器6人又はその端数ごとに1個以上 適合 適合

10 便器の数 大便器又は両用便器が8人又はその端数ごとに1個以上 不適合 適合

11 洗濯場の設置 洗濯場の設置、又は洗面所もしくは浴室が洗濯場として使用できること。 適合 適合

12 衣類乾燥設備の設置 居室から隔離した場所に衣服の乾燥設備及び防水着掛けを設ける 適合 適合

3 寝台の高さ

5 食卓の大きさ

9
洗面所又は浴室の洗面設
備の数



資料6-5（取組記号H） 網揚作業の効率化・軽労化

さんま棒受網操業時（網揚）における配置

凍 結 室

凍 結 室

準備室魚
艙

冷水艙 魚艙魚艙

ミニボールローラー（２台）

ミニボールローラー（２台）

準備室への氷、サンマ搬入口
サイドローラー

サイドローラー

① ②
③ ④ ⑤ ⑦

⑧ ⑨ ⑩
⑪ ⑫

⑬ ⑭

⑮

⑥

⑯

⑤ ⑥ ⑨

【通常操業】
①探照灯、網揚げ ②カン巻、ミニボールローダー、サイドローラー操作 ③サイドローラー操作 ④ミニボールローダー操作
⑤⑥網揚げ作業 ⑦中央向竹巻 ⑧探照灯、網揚げ ⑨探照灯、網揚げ ⑩ミニボールローダー操作 ⑪サイドローラー操作
⑫カン巻、けた巻 ⑬ミニボールローダー操作 ⑭探照灯、網揚げ ⑮⑯魚艙内氷搬出作業 ⑰操船

船上箱詰作業体制に入ると⑤⑥⑨が準備室にて作業を行う
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⑰

ボールローラー

サイドローラー

サイドローラー及びボールローラーの増設

省力化機械の増設（サイドローラーは従来の２台に加え、船首甲板上に１台、
ミニボール ローラーは従来の３台に加え１台を増設）により軽労化を図ると
ともに、十分な作業スペース（約９５㎡）を確保する。



● 監視カメラを活用して作業中の安全を確保するとともに、漁撈作業を録画し、作業動線の見直し等
漁撈作業の効率化を検討する際の資料として活用したり、操業の様子をHPに掲載して、流通加工業者、
消費者等に配信してさんま漁業PRに資するなど「漁撈作業の見える化」を図る

録画映像の利用

資料6-6（取組記号Ｉ） 漁撈作業の見える化

監視カメラを活用した安全の確保

27右舷側

作業甲板

左舷側

操舵室監視モニター

監視カメラ



● 高速インターネット環境の整備により、漁海況・気象・市況情報を収集活用する
ことに加え、乗組員の個人レベルでの使用（家族、友人との連絡等）にも利用を
拡大

● さんま漁船のインターネット環境整備システムとしては、インマルサットＦＢ
サービスを使用

注：さんま漁船は、ロシア水域に入漁中は、平成26年より「漁業の結果に関する船舶
日報（ＳＳＤ）」を、平成27年より「入出域通報」を船から直接ロシア関係当局に
送信しており、すでにインマルＦＢシステムが活用されている。

資料6-7（取組記号Ｊ） インターネット環境の整備
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運用例(1) 運用例(2)
船種 漁船 商船
乗組員 25-30人 25人
1人あたり容量 30MB/月 500MB/月
1ヶ月 合計容量 900MB 12.5GB

SMSに限定 原則自由
(Facebook, LINE,
Whatsapp)

※動画や不適切なコンテンツのみブ
ロック
Officer’s Mess Room×1
Crew’s Mess Room×1Wi-Fi AP設置場所 食堂×1

可能なデータ通信

●設備費：約２５０万円
（ＦＢ等を新たに設置の場合）

●通信費：これまでの通信料に
月額約30万円が追加



資料6-8（取組記号K、L、M） 乗組員の確保・育成対策
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● 乗組員に対して安全講習会を開催するとともに、資格を取得しやすい環境の整備
（資格取得講習会等への参加を考慮した乗船配備、Eラーニング研修への参加の推奨）

を進め、乗組員のスキルアップを図る

● これまでは本漁期（８~12月）の短期雇用であったが、５~７月の公海さんま
操業の実施により、雇用期間の延長を図る

● 乗組員の高齢化に対処し、海技資格所有者を確保するため、大日本水産会が中心
となって進めている「乗組員確保・育成プロジェクト」を活用し、水産高校等から
の新規採用及び若年船員の積極的採用のため、就職説明会、漁業ガイダンス等に
参加して新卒乗組員等の確保を図る。

乗組員のスキルアップ

公海さんま操業による雇用期間の延長

後継者確保対策



資料番号7-１（取組記号N） 生産段階における衛生管理

○海水殺菌装置の搭載

海水殺菌装置を装備し、冷水及び魚
艙水氷用海水を紫外線殺菌して作業
場の洗浄を行い、高度衛生管理出荷
を行う

○船内作業

漁船の構造設備や衛生管理の他、
船内作業や漁獲物を氷蔵する場合
は、「生産段階品質管理ガイドラ
イン」に準拠して取扱い

・漁獲後の速やかなる保冷、
凍結処理の厳守

・漁獲物の滞留時間の短縮

・有害物質の船内持ち込み禁止

・清潔な着衣、ゴム長靴、合羽、
ゴム手袋等

・魚艙には殺菌海水を使用

○魚艙の衛生化向上

防錆効果が高い塗料（ガラスフレー
ク入り））を適用した魚艙を使用し
衛生面に配慮

海水殺菌装置（紫外線式）
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海水殺菌装置の搭載、魚艙の衛生化向上

生産段階から流通・加工に至る総合的な品質管理体
制を構築し、漁獲物の品質・衛生管理の高度化を推進
することを目的に、(社)大日本水産会・(社)海洋水産
システム協会により作成

○ 生産段階品質管理ガイドラインとは



資料7-2（取組記号O） 高付加価値サンマの生産

未選別のサンマを冷水
タンクから篭に入れる

手作業によりサイズ別に
選別されたサンマ

殺菌
冷海水

氷

①
漁

獲

② 初期冷却 ③ 選別

④ 魚箱の準備

氷冷水タンクにて初期冷却

⑤ 箱詰め ⑥ 保管

準備室へ積載し
低温保管

※８～９月に時化等を考慮し、２航海で60箱（0.18トン）の箱詰生産を想定
箱に冷水・氷を入れる

殺菌冷海水の準備

尾数を揃え箱詰

船上箱詰さんま製造工程
○作業スペース、安全性の確保
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事

業

実

施

者

鮮魚出荷業者

地元使用

地域
イベント

※マグロ祭り（毎年12月釜石で開催予定）

大都市圏
への販売

資料7-3（取組記号P） 地域経済への貢献
● 公海さんま操業、本漁期操業により、新鮮なサンマを地域に供給する
● 漁場の遠隔化に対応して、地域ごとの需要に考慮しつつ、経営戦略として的確に水揚場所

等を選択する。
● 地域イベントの開催等地域における流通促進に協力する。また、流通加工業者と提携した

ブランド品（開きサンマ等）の販売、ＨＰによる直接販売に取り組む

魚市場
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ＨＰ



● ロシア加工母船への洋上売魚事業は、２航海を予定
漁獲量 １航海当たり16日の操業×２航海×平成30年度引渡実績（16.9ﾄﾝ/日/1隻）＝540.8トン
水揚げ金額 540.8トン×平成30年度引渡単価（78円/kg）＝42,182千円

● 国内搬入は、洋上売魚帰港時（２回）、単独操業２航海を予定
水揚げ金額 １回30トン水揚げ×4回×平成30年度水揚単価158円/kg＝18,960千円
合計 61,142千円・・・・①

（操業については、ロシア加工母船の稼働状況や市場の価格動向等を見ながら適宜調整要）

● 近年の新造船の29年度平均26.6航海、１航海当たり平均水揚52.5トン（平成27～29年度）を参考に、
漁獲量 52.5トン×26航海＝1,365トン

● 水揚げ金額
船上箱詰め ２航海×30箱×1,200円／箱＝72千円
魚艙保管鮮魚 1,364.82t×僚船の平均単価228円／㎏＝311,179千円
合計 311,251千円・・・②

資料8-1 漁業経営の展望

改革計画1~5年目の平均はＡ丸65,064千円、B丸69,931千円で、
20年以内に次世代船建造は十分可能

償却前利益

（収入）

公海さんま操業（５～７月）
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本操業（８～12月）

水揚合計 ①＋②＝2,026トン、372,393千円（A丸、B丸とも同じ）

〇 近年の海洋環境や漁海況の変化、国際的な資源管理体制に対応するため、
公海さんま操業を実施



資料8-2 漁業経営の展望

（支出）

● 公海さんま操業については、もうかる漁業（公海さんま操業）での賃金を参考に算定
本漁期操業は、現行の就業規則により、僚船の賃金、法定福利費等を参考に算定
合計人件費 28,723千円＋111,612千円＝140,335千円

○人件費

● 最新型の省エネ船型、高効率減速大口径プロペラの採用、ＬＥＤ照明の採用等によりコス
ト削減を図る。また、燃料モニタリング装置の使用により、計画的な燃料使用を確保し、
燃料節減目標の達成に努める。

● 燃油使用量（従来船のまま公海操業、本操業を行った場合の試算）

● 船内インターネット環境整備による追加の通信費
300千円/月×12カ月＝3,600千円

○燃油費
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〇 公海さんま操業の実施、漁場の遠隔化により、燃油使用量は大幅に増加する
が、省エネ・省コスト化を図ることで、従来船に比して使用量を大幅に削減

〇 さらに、安全性、居住性、作業性を向上させ、インターネット環境を整備し
乗組員の労働環境を改善

従来船（Ａ丸）の年間使用量826.59KL⇒ 改革型漁船の使用量757.12KL 8.40％削減

インターネット経費（追加分）

従来船（Ｂ丸）の年間使用量925.67KL⇒ 改革型漁船の使用量757.12KL 18.21％削減

支出合計（減価償却費を含まない）（5年間平均） A丸 307,329千円
B丸 302,462千円


